
災害時等における無人航空機を活用した協力体制に関する協定

狛江市（以下「甲」という。）と株式会社トキ（以下「乙」という。）は、災害時等に

おける無人航空機（以下「ドローン」という。）の活用の際の協力体制に関し、次のと

おり協定を締結する｡

（目的）

第１条 本協定は、甲の区域内で災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号）第２条第

１号に規定する災害（以下「災害」という。）が発生した場合における乙の協力体制

及び平時における甲乙相互の協力体制について、必要な事項を定めることを目的と

する。

（協力の要請）

第２条 甲は、災害時において必要があると認める場合は、乙に対して協力を要請する

ことができる。

２ 乙は、特別の理由があるときは、前項の規定による甲の要請に協力しないことがで

きる。この場合においては、乙は、本協定の違反等の責任を負わないものとする。

（協力業務の内容）

第３条 前条の規定による甲の要請により、乙が協力する業務（以下「協力業務」とい

う。）は、次に掲げる業務とする。

（１）災害時の対応に必要な映像及び画像等（以下「映像等」という。）の情報収集に

関する業務

（２）被災地図の作成等の災害支援に関する業務

（３）市内のドローン操縦者及び関係団体等との連絡調整

（４）その他甲が必要と認める業務

（要請方法）

第４条 第２条の規定による甲の要請は、災害時等における協力要請書（別記様式１）

により、原則として文書で行うものとする。ただし、緊急を要する場合は、電話等に

より要請し、その後速やかに文書で提出するものとする。

（航空法等における許可等）

第５条 乙の活動に際して、航空法に定める特例に該当する場合には航空情報の発行

手続きを行うものとし、被害情報の収集を行う場合には飛行許可承認手続きを行うも

のとする。
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２ 前項の規定の手続き等については、原則として乙が行うこととする。

（ 協力業務の実施）

第６条 乙は、協力要請書の提出を受け、協力することができるときは、直ちに協力

業務に必要なドローン及び資機材並びに人員を出動させ、甲の指示に従い協力業務を

実施するものとする。

（ 安全の確保等）

第７条 甲は、乙に対し、協力業務の内容に応じ安全の確保等に十分配慮するものと

する。

（ 報告）

第８条 乙は、協力業務を完了した場合は、速やかに撮影データを添えて、災害時等

における協力報告書（ 別記様式２） により甲に報告するものとする。

（ 費用負担）

第９条 災害発生後概ね１週間程度の期間内において、甲の要請による乙の支援の実

施に要した費用は、原則として乙が負担するものとする。

２ 当該期間以外については、甲乙協議の上、決定するものとする。

（ 映像等の所有権）

第10条 本協定に基づく協力業務による映像等の所有権は、甲に帰属するものとする。

２ 乙は、協力業務により撮影した映像等を、甲の許可なく第三者へ公開しないもの

とする。

（ 協力業務の責任負担）

第11条 協力業務の実施において発生した事故の一切の責任は乙が負い、乙の名にお

いて誠実に処理しなければならない。ただし、明らかに乙の責に帰さない原因により、

第三者に損害を及ぼしたとき、又は使用する機体などに損害が生じたときの負担は、

甲乙協議し定めるものとする。

２ 乙は、収集した情報の正確さに最大限配慮するものとする。

３ 収集した情報の利用は、甲が判断を行い、乙は責任を負わないこととする。

（ 平時の取組）

第12条 乙は、ドローンの運用方法等をマニュアルに定めるとともに、平常時から乙

の構成員のドローンの活用技術の維持向上に努め、災害時における緊急連絡体制を

整備するものとする。




